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要 約

本 稿の 目 的 は、 企 業 の 環 境 保 全 活動 に 関す る 情 報 開 示 の 現 状 を 把 握 し、 その 課 題 を 明 示 す る こ と に あ

る。 以 下 の 展 開で は、 ま ず、 最 近１０ 年 間 にお け る 環 境問 題 の 推 移 を概 観 す る。 次 に、 環 境情 報 開 示 の 現

状を 検 討 して、 問 題点 を 明 ら かに す る。 最 後 に、 そ う し た問 題 を 解 決す る 手掛カ’り と して、 国 連の 環 境会

計と わ が 国 環 境庁 の 環 境 保 全コ ス トに 関 す る ガイ ドラ イ ンを 検 討 す る。
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は じめに

地球温暖化は今後最も深刻な影響が懸念される

環 境 問 題 と して、 そ の 防 止 に 向 け た 取 り 組 み が 真

剣 に 議 論 さ れ、 実 践 さ れ つ つ あ る。 １９９８年 １１月

に ア ル ゼ ン チ ン の 首 都 ブエ ノ ス アイ レ ス で 開 催 さ

れ た 「国 連 気 候 変 動 枠 組 条 約 第 ４ 回 締 約 国 会 議

（ＣＯＰ ４）」 で は、 前 年 の ＣＯＰ ３ の 京 都 議 定 書 で

導 入 さ れ た 地 球 温 暖 化 防 止 の た め の メ カ ニ ズ ム

（排 出 権 取 引、 共 同 実 施、 ク リ ー ン 開 発 メ カ ニ ズ

ム） の 制 度 の 具 体 化 を 巡 っ て 議 論 が 展 開 さ れ た。

ＣＯＰ ４ で は 地 球 温 暖 化 防 止 メ カ ニ ズ ム の 具 体

的 取 決 め は 成 立 しな か っ た が、 今 後 の タイ ム フ レ

ーム を 伴 う 目 標 及 びそ の た め の 具 体 的 取 組 み を 規

定 す る 行 動 計 画 （い わ ゆ る 「ブエ ノ ス アイ レ ス 行

動 計 画」い が 採 択 さ れ た （環 境 庁 ［１９９８］）。

地 球 環 境 問 題 に 対 す る 意 識 の 高 揚 を 反 映 して、

企 業 も 環 境 保 全 活 動 に 積 極 的 であ る。 本 稿 の 目 的

は 企 業 の 環 境 保 全 活 動 に 関 す る 情 報 開 示 の 現 状 を

把 握 し、 そ の 課 題 を 明 示 す る こ と に ある。 以 下 の

展 開 で は、 環 境 情 報 開 示 の 現 状 把 握 に 先 立 ち、 ま

ず 最 近１０ 年 間 に お け る 環 境 問 題 の 推 移 を 概 観 す

る。 そ の 後 に 環 境 情 報 開示 の 現 状 を 検 討 して、 問

題 点 を 明 ら か に す る。 最 後 に、 環 境 情 報 開 示 の 現

状 が 抱 え る 問 題 を 解 決す る 手 掛 か り と し て、 国 連

の 環 境 会 計 及 びわ が 国 環 境 庁 の 環 境 保 全 コ ス トに

関 す る ガイ ドラ イ ン を 検 討 す る。

１． 環境 間題の 展開 と推移

環 境 問 題 の展 開 と 経 緯 を 概 観 す る た め に、 最 近

１０ 年 間 の 環 境 問 題 に 関 す る 主 要 な 動 き を 素 描 し

て み よ う。 表 １ が そ れ を 表 し て い る。 表 １ か ら、

各 列 の 最 近 の 動 き の 内 容 を 紹 介 し て お こ う。 な

お、 ＣＯＰ ４ の 概 要 は 冒 頭 で 言 及 し た の で、 こ こ

で は 省 略 す る。
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表１ 最近１０ 年間 の環 境問 題 に対 する 対応 の主 な 推移

西 暦 主 要 な 国 際的 環 境 協 定 代 表 的 な 国 際的 環 境 規 制 わ が 国 の 主要 な 環 境 対応

「モ ン ト リ オー ル 議 定 書」 （オ ゾン 層

１９８７ 保 護 条 約 議 定 書） 採 択 （今 世紀 末 ま

で の フ ロ ン 全廃 規 制）

気 侯変動に 関する 政府間パネ ル（ＩＰＣＣ；
Ｉｎｔｅｒｇｏｖｅｒｍ ｅｎｔａ１ Ｐａｎｅ１ ｏｎ Ｃ１ｉｍ ａｔｅ

Ｃｈａｎｇｅ）を ＵＮＥＰ（国 連 環 境計 画）と 「特 定物 質 の規制 等 によ るオ ゾン層 の

１９８８ Ｗ ＭＯ（世 界 気 象 機 構） の 下 に 設 置 保 護 に 関 する 法 律」 制 定 （フ ロ ン 対

（地 球温 暖化 の予 測、 対 策等 に 関す る 策 積 極 化）

世 界 各 国 の 科 学 的・技 術 的 研 究 成 果
の 収 集、分 析 を 開 始）

「地 球温 暖化 防止 行動 計 画」 を 閣議 決
定 （１ 人当 た り Ｃ０２排出 量 （わ が 国

１９９０ 温 室 効 果 ガス 排 出量 の９６％ を 占 め て
い る） を２０００年 以 降概 ね１９９０ 年 レ

ベ ル で安 定化 を 図る こ と）

経 済 団体 連 合 会 「地 球環 境 憲 章」 を

１９９１ 策 定・ 公表 （経 済成 長 と 環 境 保 全の

両 立 を求 め る）

「気侯変動問題枠組条約」 採択 （混室
効果 ガス 排 出 量を２０００年ま で に 従前

１９９２ の水 準 に 戻 す ため の 政 策 ・ 措置 の 実

施状 況 を 締 約 国 会議 に 報 告す る こ と

を義 務 付 け）

「環 境 基本 法」 制定 （将来 の世 代ま で

環境 の 恩 恵 を 受 けら れ る よう に、 す
べて の 主 体 が 環境 保 全 に 務 める 責 務

１９９３ があ る こ と を 規 定 し、 特 に 企業 活 動

につ い て は、 原 料 の 使用 か ら廃 棄 に

至 る す べ て の過 程 で 環 境負 荷 の 低 減
に 努 め る よう 求め て い る）

ＢＳ７７５０ （英 国 産業 界 が作 成 した 環 境

１９９４ に 関 す る 自 己管 理 規 格 を英 国 規 格 協

会 が 制 定・ 公 布 した 環境 管 理 規 格）

「地 球 温 暖 化 防 止 条 約 締 約 国 会 議 （第
ＥＭＡＳ （Ｅｃｏ－Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔａｎｄ Ａｕｄｉｔ

１ 回）」 （ベ ルリ ン） （Ｃ０２排 出削 減
Ｓｃｈｅｍｅ） （ＥＵ で 展開 す る 事業 活 動 の

１９９５
数 値 目標 と そ の 年 次目 標 に 関 する 各

み な ら ず、 ＥＵ 向 け 製 品 を 輸出 する

国 間 調 整が 課 題 と なる）
事 業 活動 に も 適 用 が 開始 さ れ て いる

ＥＵ 環 境 管 理 ・ 監 査 ス キ ー ム

ＩＳＯ （㎞ｔｅｍ ａｔｉｏｎａ１ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ ｆｏｒ

Ｓｔａｎｄａｒｄｉｚａｓｉ㎝） １４０００ （日、 米、 欧 ＩＳ０１４０００ を 日 本 工 業 規 格 にＪＩＳ Ｑ

な ど 国 際標 準 化 機 構 （ＩＳＯ） 加 盟 各 １４０００ シリ ー ズ と して 組 み 入 れ、 制

国 が、 企業 の 環 境対 策を 審 査 する 目 定

的 で導 入 してい る 国際 環境 管 理規 格）

経 済団 体 連 合 会 「経団 運 環 境 ア ピー
ルー２１世 紀の 環 境保 全 に 向け た 経済

界 の自 主 行 動 宣 言一」 を 発 表 （① 地

１９９６
球 温暖 化 対 策、 ② 循 環 型 経 済 社 会の

構 築、 ③ 環 境 管 理、 ④ 海 外 事 業展 開
に あた っ て の 環境 配慮 が 柱）

経 済団 体 連 合 会 「循 環 型 社 会 の構 築

に 向け た 課 題 一廃 棄 物 対 策 の促 進 に

向 けて 一」 を 発表 （① 廃 棄物 の排 出
削 減 ・ リ サ イ ク ル の 推 進、 ② 産 業 廃

棄物 処 理 施 設 整備 の 促 進、 ③ 不 法 投
棄・ 不 適 正 処 理防 止 策、 ④不 法 投 棄

の原 状 回 復 が柱）

「地球温暖化防止条約締約国会議 （第 経済団体連合会 「経団連環境自主行
３ 回）」 （京都） （２０００年 以 降 に お け 動 計 画」 を 取纏 め、 各 業 界に 呼 び か

１９９７ る 先 進 国 の温 室 効 果 ガス の 排 出 削 減 け （こ の 呼 びか けに 呼 応 して、 ３６業

目 標 を 定 める 法 的 文 書 が 「京 都 議 定 種、 １３７ 団 体 が 行動 計 画 を 策 定。 行

書」 の 形で 採 択 さ れ た） 動 計 画 は 毎年 定 期 的 に レ ビュ ー）
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環境情報開示の動向 （松尾）

（１） 京都 議定書

「京 都 会 議」 開 催 の 契 機 は、 １９８０年 代 後 半 よ り

深刻 な 問 題 と して ク ロ ー ズ ア ッ プ さ れ た 気 侯 変 動

問 題 に 国 際 的 に 取 り 組 む こ と が必 要 であ る こ と の

認 識 が 増 大 して き た の を 受 け て、 １９９２ 年 のリ オ ・

サ ミ ッ ト で 気 侯 変 動 問 題 枠 組 条 約 （１９９４年 ３月、

発 効） が 採 択 さ れ た こ と に あ る （通 商 産 業 省

［１９９７コ）。

同 会 議 の 成 果 は、 ２０００年 以 降 に お け る 先 進 国

の 温 室 効 果 ガス の 排 出削 滅 目 標 を 定 め る 法 的 文 書

が 「京 都 議 定 書」 の 形 で 採 択 さ れ た こ と に あ る。

主 な採 択 内 容 は 次の 通 り で あ る （環 境 庁 ［１９９７コ）。

① 対象ガス

ニ 酸 化 炭 素 （ＣＯ。）、 メ タ ン （ＣＨ。）、 亜 酸

化 窒 素 （Ｎ２０）、 ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー

ボ ン （ＨＦＣＳ）、
パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

（ＰＦＣＳ）、 六 フ ツ 化 硫 黄 （ＳＦ６） の ６ 種 類。

② 目標期限

２００８～２０１２年 の ５ 年 問

③ 数量目標

Ｃ ０２，ＣＨ４，Ｎ２０ の ３ ガ ス に つ い て は １９９０ 年

水 準 を 基 準 と し
、 ＨＦＣＳ，ＰＦＣＳ， ＳＦ。 の ３

ガ ス に つ い て は１９９５年 水 準 を 基 準 と し て、

二酸化炭素換算での総排出量を少なくとも

５ ％ 削 減 す る。

国 別 削 減 目 標 と し て、 日 本 ６ ％ 減、 米 国

７ ％ 減、 ＥＵ ８ ％ 滅 と す る ・、
。

④ 排出権取引及ぴ共同実施

他 国 と の 排 出 権 取引 や 共 同 実 施 を 認 め る。

排 出 権 取 引 の 実 施 方法 は、 次 回 締 約 国 会 議

（１９９８ 年 １１ 月、 ア ル ゼ ン チ ン） 以 降、 早

急 に 決 定 す る。

ＣＯＰ ４ で は、 最 大 の 焦 点 で あ っ た 地 球 温 暖 化

防 止 メ カ ニ ズム の 具 体 的 な 制 度 設 計 に つ いて は 合

意 に 達 し な か っ た。 し か し、 メ カ ニ ズ ム の 中 核 と

な る 排 出 権 に 関 す る 市 場 取 引 は、 都 市 ス モ ッ グ ・

酸 性 雨 対 策 の 視 点 か ら、 既 に１９９５ 年 １ 月 １ 日 か

ら 二 酸 化 硫 黄 （ＳＯ。） を 対 象 と し て、 米 国 シ カ ゴ

に お い て 実 施 さ れ て い る３’。 ま た、 世 界 銀 行 は 地

球温暖化の最大原因物質とさ れる二酸化炭素

（ＣＯ。） を 対 象 と して、 排 出 権 取 引 市 場 の 整 備 に

向 け た 基 金 （カ ー ボ ン フ ァ ン ド （炭 素 基 金）） の

創 設 を 提 唱 し、 ２０００年 １ 月 １８日 に 発 足 し た。 わ

が 国 か ら は 東 京 電 力 を は じ め 電 力 ６ 社 と 三 菱 商

事、 三 井 物 産 が 参 加 を 表 明 し て い る４〕
。

京 都 議 定 書 の 採 択 は、 排 出 権 取引 に 関 す る 動 き

の ほ か、 Ｃ０・削 滅 に 向 け た わ が 国 主 要 業 界 の 動 向

に も 影響 を 与 え て い る。 す な わ ち、 わ が 国 主 要 業

界 と 通 産省 は、 地 球 温 暖 化 の 防 止 に 向 けて 温 暖 化

ガス の 業 種 別 削 減 ・ 抑 制 目 標 を 決 定 した こ と が 報

道 さ れ て い る。 報 道 に よ れ ば、 Ｃｏ２ を ２０１０ 年 ま

で に ９０ 年 比 で 自 動 車 は ２０％、 鉄 鋼 は １Ｏ％、 電 気

は１８％ 削 滅 し、 排 出 量 が 増 え る 業 界 も 仲 び 率 を

抑 え る こ と に な っ て い る （日 本 経 済 新 聞１９９８年

６ 月 ２ 日）。

（２）ｌＳ０１４０００

１９９３ 年 ２ 月 に 環 境 マ ネ ジメ ン ト に 関 す る 技 術

委 員 会 Ｔ Ｃ２０７を 設 置 して 国 際 規 格 の 作 成 を 進 め

て き た ｌＳＯ は、 １９９６ 年 ９ 月 １ 日 にＩＳ０１４００１ と

１４００４ を 発 行 し、 １ ヶ 月 後 の １Ｏ 月 １ 日 に は １４０１０．

１４０１１、 及 び１４０１２ を 発 行 した （日 本 規 格 協 会

［１９９７］）。

わ が 国 はＩＳ０ に よ る 国 際 規 格 の 作 成 に 当 初 か ら

積 極 的 に 取 り 組 み、 通 産 省 工 業 技 術 院 か ら 委 託 を

受 け た 日 本 規 格 協 会 を 事 務 局 と して、 １９９５ 年１０

月 に 環 境ＪｌＳ 専 門 委 員 会 を 設 置 して 上 記 のｌＳｏ 規

格 の 原 案 作 成 に 参 画 し、 そ れ ら を 日 本 工 業 規 格

ＪｌＳ Ｑ１４０００ シ リ ー ズ に 組 み 入 れ、 １９９６ 年 １０ 月 ２０

日 に 制 定 し た。

１９９６ 年 １０ 月 現 在 で 発 行 ・ 制 定 さ れ て い たＩＳ０

１４０００ シ リ ー ズ （Ｊ１Ｓ Ｑ１４０００ シ リ ー ズ） 規 格 は

＿ ３ ＿
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次 の 通 り で あ る （日 本 規 格 協 会 ［１９９７コ）。

・ＩＳ０ １４００１ （ＪＩＳ Ｑ １４００１）

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム （ＥＭＳ） 一 仕

様及び利用の手引き

・ＩＳ０ １４００４ （ＪＩＳ Ｑ １４００４）

環 境 マ ネ ジメ ン ト シス テ ム ー 原 則、 シ ス テ

ム及び支援技法の一般指針

・ＩＳ０ １４０１０ （ＪＩＳ Ｑ １４０１０）

環境監査の指針一一般原則

・ＩＳ０ １４０１１ （ＪＩＳ Ｑ １４０１１）

環境監査の指針一監査手順一環境マネジメ

ン ト シ ス テ ム の 監 査

・ＩＳ０ １４０１２ （ＪＩＳ Ｑ １４０１２）

環境監査の指針一環境監査員のための資格

基準

１４００１ はＥＭＳ の 要 求 項 目 を 規 定 し た 仕 様 規 格

で あ る の に 対 し て、 他 は 指 針 規 格 で あ る （日 本 規

格 協 会 ［１９９７コ）。 要 求 事 項 は環 境 方 針、 計 画、 実

施 及 び運 用、 点 検 及 び是 正 処 置、 経営 層 に よ る 見

直 し か ら 成 る、 い わ ゆ る ＰＤ ＣＡ （Ｐ１ａｎ－Ｄｏ－Ｃｈｅｃｋ－

Ａｃｔ） サ イ ク ル の 考 え 方 が 取 り 入 れ ら れ て い る

（日 本 工 業 標 準 調 査 会 ［１９９６コ）。

ＩＳ０１４００１ 認 証 登 録 件 数 は、 １９９９ 年 ３ 月 末 日

現 在 ９，４５５ 件 に 達 し て い る （ＩＳＯ Ｗｏｒ１ｄ ［１９９９］）。

こ の う ち わ が 国 は１，９６０件 登 録 し て い て、 世 界 最

多 の 登 録 国 で あ る５、。 １，９６０ 件 の 業 種 別 登 録 状 況

と 業 種 別 構 成 比 の 経 年 推 移 に よ れ ば、 １９６０年 ６

月 に は 電 気 機 械 業 界 が 全 体 の６０％ を 占 め て い た

の が、 １９９９ 年 ３ 月 末 で は 同 業 界 が 占 め る 割 合 は

４０％ に 低 下 し、 輸 送 用 機 械 業 界 を は じ め と す る

多 く の 業 界 が 登 場 し て い て、 ＩＳ０１４００１の 認 証 取

得 が 特 定 業 界 か ら 多 様 な 業 界 に 広 がり つ つ あ る こ

と を 示 し て い る。

（３） 経 団連 環境自 主行動 計 画

経 団 連 環 境 自 主 行 動 計 画 は、 経 団 連 が１９９６ 年

に 発 表 し た 「経 団 連 環 境 ア ピー ル」 に 沿 っ て、 わ

が 国 経 済 界 と し て 地 球 環 境 問 題 に 対 す る 積 極 的 な

取 り 組 み を 行う た め に、 経 団 連 が 取 り ま と め た 白

主 行 動 計 画 で あ る。

経 団 連 が１９９８年１２月 に 発 表 し た 同 計 画 の 第 １

回 フ ォ ロ ー ア ッ プ に よ れ ば （経 団 連 ［１９９８コ）、

Ｃ０２排 出 量 は 産 業 全 体 で は１９９０年 度 の１．２９
億 ト

ン か ら １９９７ 年 度 に は １．３３ 億 ト ン と、 １９９０ 年 度 比

３．０％ の 増 加 と な っ て い る が、 自 主 行 動 計 画 を 実

施 す る こ と に よ っ て２０１０ 年 に は１９９０年 レ ベ ル に

抑 制 す る と の 目 標 を 設 定 して い る。

２． 環境 情報 開示の 現状

環境 保 全 に 対 す る 意 識 の 昂 揚 と と も に、 環 境 情

報 を 開 示 す る 企 業 も 近 年 急 増 して い る。 近 年、 わ

が 国 で は大 手 企 業 を 中 心 に 環 境 情 報 の 開 示 に 積 極

的 で あ る こ と が調 査 に よ っ て 判 明 して い る。 日 経

産 業 消 費 研 究 所 が１９９８年 ７月 ９ 日 か ら ８ 月１２日

に か け て 全 国 上 場 企 業 大 手３５０社 を 対 象 に 実 施 し

た 「環 境 管 理 ・ 会 計 の 動 向」 に 関 す る 調 査 に よ れ

ば、 回 答 会 社 ２２７社 の う ち９７ 年 度 中 に 環 境 報 告

書 を 発 行 し た 企 業２６．９％ （６１ 社） を 含 め て、 今

世 紀 中 に６３％ の 企 業 が 発 行 済 み な い し 発 行 予 定

で あ る （日 経 産 業 消 費 研 究 所 ［１９９８コ）。

こ う した 環 境 報 告 書 の 中 か ら、 優 れ た 事 例 を ３

件 紹 介 して お こ う。 い ず れ も 各 環 境 項 目 ごと に 目

標 値 ・ 実 績 値 を 開示 し、 時 系 列 グ ラ フ を 駆 使 して

ビ ジ ュ ア ル な 説 明 に 努力 して い る。

東京電カ 『環境行動レポートーエネルギーと環境

問 題 へ の 取 り 組 み 一』 １９９９ 年 版

東 京 電 力 は 環 境 報 告 書 を 毎 年 作 成 ・ 開 示 して い

て、 Ｃ０。， Ｓ０。， 産 業 廃 棄 物 等 に 関 す る 物 量 デ ー

タ の み な らず、 環 境 対 策 投 資 額 の 経 年 推 移 を グラ

フ で 表 示 して い る。 同 社 の１９９９年 版 環 境 報 告 書

＿ ４ ＿
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環 境 コ ス ト１９９８ 年 度 実 績

（単位：億円）

環境対策投資額

大気汚染防止施設

排煙処理施設

燃料貯留施設

そ の 他

水質汚濁防止施設

排水処理施設

そ の 他

騒 音 ・ 振 動 防 止 施 設

産業廃棄物処理施設

環境関連対策投資額

自然環境保全

環境調和 （地域環境保全）

送配電線地中化工事

１５４

７９

１ ２３４

２６

＿２

１
，
２４９

２８

８０

３ ３４５

１７

送 配 電 線 移 設 工 事 ４５１

変電所工事

（地 下・屋 内変 電所工 事） １４４

変 電 設 備 コンパク ト化 工 事 １９１

鉄 塔 等 の 環 境 調 和
＿９ ２

，
０４４

その他 （受信障害対策等） 」提 独

環 境 投 資 額 合 計 ２，４４８

環境対策設備維持管理費

資 本 費 （減 価 償 却 費、 支 払 利 息） ８７８

修 繕 費 ３５

そ の 他 （大 気 ・ 水 質 等 の 測 定、

灰処理装置等の運転

廃 棄 物 運 搬 ・ 焼 却 に 関

す る 委 託 費 用 な ど） ５６ ９６９

は 内 容 を さ ら に 充 実 さ せ て、 従 来 の 環 境 コス ト 管

理 か ら 環 境 庁 ガイ ドライ ン に 基 づ く 環 境 会 計 の 導

入 を 試 み て い る。 そ こ で は、 環 境 保 全 ・ 環 境 管 理

の 効 率 化、 投 資 家 等 の よ り 高 度 な 二 一 ズ ヘ の 対 応

を 目 的 と して、 上 の よ う な１９９８ 年 度 環 境 コ ス ト

実 績 を 開 示 し て い る。

ソ ニ ー 『環 境 保 全 活 動 報 告 書』 １９９９年 版

ソ ニ ー は 環 境 保 全 活 動 を グ ロ ー バ ル に 展 開 し、

ＩＳ０１４００１認 証 取 得 が１９９８年 ３ 月 末 現 在 ソ ニ ー グ

ル ー プ 全 体 で７０ 拠 点 を 超 え て い た。 ソ ニ ー 『環

境 保 全 活 動 報 告 書』 １９９９年 版 で は、 環 境 会 計 の

目 的 が 環 境 効 率 指 標 の 算 出 に あ る こ と を 明 示 し

て、 環 境 パ フ ォ ー マ ンス （負 荷） と 環 境 コ ス トに

関 す る 情 報 を 環 境 会 計 の 対 象 と し て い る。

１９９９年 版 に よ れ ば、 １９９７年 度 の 国 内 事 業 所 で

の 環 境 コ ス ト は、 公 害 防 止 費 用 ３７ 億 １，６００ 万 円、

環 境 負 荷 削 減 費 用２７ 億３，４００
万 円、 Ｅ Ｍ Ｓ 関 連

コ ス ト９
，
４００ 万 円、 社 会 貢 献 費 用 ４ 億 ９，３００ 万 円、

そ の 他 費 用１３ 億 ４
，
８００ 万 円 で、 総 額 が 約 ８３ 億

８，５００ 万 円 で あ っ た こ と を 明 ら か に し た う え で、

環 境 活 動 に よ る コ ス トの 節 減 につ いて ソ ニ ー エ レ

ク ト ロ ニ ク ス ア メ リ カ で の リ サ イ ク ル に お け る 収

支 バ ラ ン ス を 項 目 別 （プ ラ ス テ ィ ッ ク、 溶 剤、 金

属
、

ガ ラ ス
、

紙
、

ゴ ミ
、

木 製 パ レ ッ ト
、

段 ボ ー

ル、 回 路 基 板、 廃 油、 そ の 他 の 危 険 で な い 廃 棄

物、 そ の 他 の 危 険 な 廃 棄 物、 お よ び鉄 お よ び塩 化

化 合 物 の 廃 棄 物） に 各 々 リ サ イ ク ル 量 と 処 分量 に

関す る 物 量 デ ー タ と と も に 例 示 して、 排 出 量 合 計

８２，２６１ ト ン の う ち、 リ サ イ ク ル 量 が ５８，１７３ ト ン、

処 分 量 ２４，４７２ ト ン で 処 分 に 関 わ る 費 用 合 計

＄３
，
２６２

，
９４７、 リ サ イ ク ル に よ る 収 入 合 計 が

＄２
，
２２７

，
２４２ で あ っ た と し て い る。

そ こ に は 処 分 効 率、 リ サイ ク ル 効 率 を 測 定 しよ

う と す る 姿 勢 を 読 み と る こ と が で き る。

１ＢＭ 『１ＢＭ 環 境 プロ グレス・ レポー ト』 １９９８ 年 版

ＩＢＭ も 環 境 報 告 書 を 毎 年 作 成 ・ 開 示 して い る。

『ＩＢＭ 環 境 プ ロ グ レ ス ・ レ ポ ー ト』 １９９８ 年 版 で は

環 境 数 値 情 報 に は物 量 情 報 だ け で な く 財 務 情 報 も

時 系 列 で 開 示 し、 「環 境 会 計」 と 題 し てＩＢＭ グ ル

ー プ全 体 の 環 境 対 策 関 連 費用 と 環 境 対 策 に よ る 節
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約 効 果 ・ 費用 回 避 を 下 記 の 項 目 別 に 把 握 して、 節

約 効 果 （２３４．６ 億 円） が 費 用 （１１４．１億 円） の 借

に 達 して い る こ と を 明 ら か に して い る。 ま た 物 量

情 報 と 財 務 情 報 が 両 者 と も 経 年 開 示 さ れ て い る か

ら、 両 情 報 の 緒 合 によ っ て 環 境 効 率 性 指 標 を 導 出

す る こ と が 可 能 で あ る。 ＩＢＭ の １９９７年 の 環 境 対

策 関 連 費 用 と 環 境 対 策 によ る 節 約 効 果 ・ 費 用 回 避

の 金 額 は 次 の 通 り で あ る （単 位 ： 億 円）。

１９９７年 の 環 境 対 策 関 連 費 用

① 環 境 対 応 管 理 ・ 人 件 費 ４１．３

② 環 境 対 応 顧 問 料 ２．９

③ 環 境 配 慮 研 究 費 ４．３

④ 許 認 可 費 １．１

⑤ 廃 棄 物 処 理 費 １９．１

⑥ 水 質 ・ 排 水 処 理 管 理 費 ２２．９

⑦ 大 気 中 へ の 放 出 管 理 費 ３．７

⑧ 地 下 水 観 測 管 理 費 １．１

⑨ 環 境 シ ス テ ム 改 善 費 １．３

⑩ 廃 棄 物 と 原 材 料 の リ サ イ ク ル 費 用 ４．４

⑪ ス ー パ ー フ ア ン ドお よ び

旧ＩＢＭ 事 業 所 の 修 復 費 用 ８．４

⑫ そ の 他 の 環 境 改 善 費 用 ３．６

合 計 １１４．１

１９９７年 の 環 境 対 策 に よ る 節 約 効 果 と 費 用 の 回 避

① 事業所の汚水防止活動

② 施 設 内 リ サ イ ク ル

③ 梱 包 材 の 改 善 と 削 減

④ 省 エ ネ ル ギ ー 効 果

⑤ 事 前 対 応 に よ る ス ー パ ー フ ァ ン ド

施設および事業所の修復費節約

⑥ 保険の節約

⑦ 流出改善費の回避

⑧ 法規制準拠費の回避

合 計

３３
，
１

１５，７

３５
，
８

３２
．
４

１２
，
５

１０
，
９

３０
，
０

６４
．
２

２３４
．
６

ｌＢＭ 環 境 会 計 の 目 的 は 環 境 保 全 投 資、 管 理 運

営支出および節約効果の把握と早期環境対策支出

によ る 費用 発 生 の 回 避、 す な わ ち 環 境 リ ス ク の 管

理 にあ る。 し た が っ て、 経 済 効 果 と 環 境 リ ス ク 回

避 対 応 を 開 示 し て い る と こ ろ にＩＢＭ 環 境 会 計 の

特 徴 が あ る。

環 境 情 報 開 示 の こ う した 進 展 に も 係 わ らず、 環

境 情 報 開示 に 関 す る 一 定 の 基 準 が な い た め に、 開

示 内 容 は個 々 の 企 業 の 環 境 特 性 を 反 映 して は い て

も、 情 報 の 比 較 可 能 性 を 欠 い て い る。 詰 ま る と こ

ろ 環 境 情 報 開 示 に 関 す る フ レ ー ム ワ ー ク の 欠 如

に、 こ の 問 題 は 起 因 し て い る。

３． 国 連 の 環 境 会 計６）

（１） 環境 情報 開示 に関する 国連 の見 解

国連経済社会問題理事会の下部機関である多国

籍 企 業 委 員 会 の 「国 際 会 計 ・ 報 告 基 準 専 門 家 政 府

間 作 業 部 会 （Ｉｎｔｅｒｇｏｖｅｍ ｍｅｎｔａ１ Ｗ ｏｒｋｉｎｇ Ｇｒｏｕｐ ｏｆ

Ｅ ｘｐｅｒｔｓ ｏｎ Ｉｎｔｅ ｍ ａｔｉｏｎａ１ Ｓｔａｎｄａｒｄｓ ｏｆ Ａｃｃｏｕｎｔｉｎｇ

ａｎｄ Ｒｅｐｏｒｔｉｎｇ）」 一 以 下 「政 府 間 作 業 部 会」 と 略

称 す る 一 は、 １９８９ 年 ３ 月 に 開 催 さ れ た 第 ７ 会 期

に お い て、 会 計 ・ 報 告 の 分 野 に お け る グ ロ ー バ ル

な 発 展 問 題 の 一 つ と し て、 環 境 情 報 開 示 に 取 り 組

む こ と を 表 明 し た。

「政府間作業部会」 は環境支出と環境負債の規

模 が 増 大 して い る こ と に 対す る 認 識 が 高 ま っ て い

る に も 係 わ らず、 年 次 報 告 書 に お い て 環 境 問 題 が

広 く 取 り 上 げ ら れ ず、 企 業 に広 範 な 自 由 裁 量 を 許

した の は、 会 計 基 準 の 欠如 に ある と の 問 題 意 識 の

も と に、 企 業 の 年 次 報 告 書 にお け る 環 境 情 報 開 示

の 実 態 を 調 査 した。 その 緒 果、 企 業 環 境 活 動 に 関

する 情 報 開示 の 現 状を 次 のよ う に 分析 した （Ｕｎｉｔｅｄ

Ｎａｔｉｏｎｓ ［１９９２］
， ｐ．９９）。

す な わ ち
、

「環 境 保 護 対 策 に 関 す る 情 報 は 殆 ど 記 述 的 で、

利 用 者 が 期 問 に わ た っ て、 企 業 の 環 境 上 のイ ン パ
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ク トと 財 政 状態 お よ び 経 営 成 績 と の 関 係 を 決 定 で

き る 首 尾 一 貫 した 基 準 に も と づ い た 数 量 情 報 は殆

ど与 え ら れ て こ な か っ た。」

こ う した 現 状 分析 を 基 に、 １９９１ 年 ３ 月 に 開 催

さ れ た 第 ９ 会 期 に お い て、 「政 府 及 び 利 害 関 係 者

に よ る 考 慮 の た め の 結 論」 一 以 下 「第 ９ 会 期 勧

告」 と い う 一 と 題 して、 環 境 情 報 開 示 に 関 す る 国

連 の 見 解 を 表 明 し た の で あ る （Ｕｎｉｔｅｄ Ｎａｔｉｏｎｓ

［１９９２１
， ＰＰ．

９７－９８）
。

第 ９ 会 期 勧 告 は、 次 の ４ つ の 領 域 の 開 示 に 関 係

し て い る。

① 環 境 方 針 の デ イ ス ク ロ ー ジ ャ ー

② 組 織 活 動 業 績 に 関 す る デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー

③ 期 中 支 出 に 関 す る デイ ズ ク ロ ー ジャ ー

④ 将 来 支 出 の ディ ス ク ロ ー ジ ャ ー

国 連 は こ の 勧 告 の 順 境 状 況 を調 査 し た が、 芳 し

い 調 査 結 果 を 得 て い な い （Ｕｎｉｔｅｄ Ｎａｔｉｏｎｓ ［１９９３］，

ＰＰ．
１００－１０１、 ［１９９５コ

， Ｐ．
４０）。

詰 ま る と こ ろ
、

国

連 の 一 連 の 環 境 勧 告 ・ 調 査 が 示 唆 して い る の は、

企 業 の 環 境 情 報 を 比 較 可 能 に す る に 足 る フ レ ー ム

ワ ー ク な い しは ガイ ドラ イ ン の 必 要 性 で あ る。

（２） 環境会 計・ 報告 に関す る実 務指針

国 連 は 第 １３ 会 期 に お い て、 経 済 社 会 理 事 会

（Ｅｃｏｎｏｍｉｃ ａｎｄ Ｓｏｃｉａ１ Ｃｏｕｎｃｉ１） か ら 組 織 変 え さ れ

た 貿 易 開 発 会 議 （Ｕｎｉｔｅｄ Ｎａｔｉｏｎｓ Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ ｏｎ

Ｔｒａｄｅ ａｎｄ Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ，
Ｕ Ｎ ＣＴＡ Ｄ） の 下 で、 「 政

府 問 作 業 部 会」 は１９９７年１２月 に 「企 業 レベ ル で

の 環 境 財 務 会 計 ・ 報 告 （Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａ１ Ｆｉｎａｎｃｉａ１

Ａｃｃｏｕｎｔｉｎｇ ａｎｄ Ｒｅｐｏｒｔｉｎｇ ａｔ ｔｈｅ Ｃ ｏｒｐｏｒａｔｅ Ｌｅｖｅ１）」

と 題 す る 環 境 会 計 ・ 報 告 の 実 務 指 針 一 以 下、 「実

務 指 針」 と い う 一 を 発 表 し た （Ｕｎｉｔｅｄ Ｎａｔｉｏｎｓ

［１９９７］）。 こ の 実 務 指 針 は 環 境 情 報 開 示 フ レー ム

ワ ー ク の １ つ の 姿 を 提 示 し て い る。

同 指 針 は ２ つ の 章 か ら 構 成 さ れ て い る。

第 １ 章 環 境 財 務 会 計 ・ 報 告の た め の最 良 の 実 務

指 針 に 関 す る 暫 定 意 見

第 ２ 章 環 境 業 績 と 財 務 業 績 の 結 合 ： 最 良 の 実 務

手 法 に 関 す る 調 査

１ 章 で は、 企 業、 規 制 主 体、 基 準 設 定 主 体 が、

財務諸表及び同注記で環境事象を取扱うのに最良

の 実 務 を 検 討 す る 際 の 指 針 を提 供 す る こ と を 目 的

と し て い る。 １ 章 を 「暫 定 意 見 Ｇｎｔｅｒｉｍ ｓｔａｔｅｍｅｎｔ）」

と 題 し て い る の は、 将 来、 国 際 会 計 基 準 委 員 会

（ＩＡＳＣ） が 環 境 問 題 に 関 す る 包 括 的 な 意 見 書 を 発

表す る ま で の 間、 経 過 的 に 指 針 を提 供す る た め で

あ る と し て い る。 こ の 暫 定 意 見 は、 環 境 資 源 管 理

の 財 務 的 含 意 に 対 す る 経 営 者 の ア カ ウ ン タ ビ リ テ

ィ に 根 拠 を お い て い る。

１ 章 で は 概 念 定 義 を も と に、 環 境 コ ス ト の 認 識

と 測 定、 環境 負 債 の 認 識 と 測 定、 保 険等 によ る 第

三 者 か らの 修 復 の 認 識、 及 び開 示 が 論 じ ら れ、 環

境 負 債 の 測 定 方 法 に つ い て は、 優 先 処 理 と して 現

在 価 値 法 （債 務 を 履 行 す る の に 必 要 な 将 来 キ ャ ッ

シ ュ ・ ア ウ ト フ ロ ー の 見 積 額 の 現 在 価 値） が、 代

替 処 理 と して カ レ ン ト ・ コ ス ト法 （既 存 の 条 件 及

び法 的 要 件 に 基 づ い て、 用 地 復 元、 閉 鎖、 除 去 活

動 を 当 期 に 遂 行 す る の に 要 す る 見 積 コ ス ト） と 引

当 法 （最 終 的 に 必 要 な キ ャ ッ シ ュ ・ ア ウ ト フ ロ ー

の 見 積 額） が 規 定 さ れ て い る。

本 実務 指 針 の 特 徴 は、 伝 統 的 な 会 計モ デ ル を 乗

り 越 え る 試 み を 展 開 して、 主 要 な 環 境 業 績 指 標

（ＥｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａＩ Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ Ｉｎｄｉｃａｔｏｒｓ，
ＥＰＩｓ） を

識 別 し、 そ う し た 指 標 と 財 務 業 績 と の 関 係 を 検 討

し て い る 第 ２ 章 に あ る。

第 ２ 章 で は、 先 ず 伝 統 的 モ デ ル の 限界 を 次の よ

う に 指 摘 して い る。 「伝 統 的 な 会 計 モ デ ル は 財 務

業 績 の 意 義 を 強 調 して、 環 境 問 題 は ＧＡＡＰ に 基

づ く 認 識 ・ 測 定を 引 き 起 こ す に 十 分 な 重 要 性 の あ

る 財 務 的 イ ン パ ク ト を 齋 さ な い 限 り 無 視 し、 環 境

問 題 が 報 告 主 体 に 対 し て 有 す る 意 義 も、 会 社 経 営

者 が 環 境 戦 略 を 会 社 戦 略 全 般 に どの よ う に 統 合 し

＿ ７ ＿
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よう と 試 み て い る か に 関 す る 何 ら か の 妥 当 な 記 述

も 伝 え て い な い。」

伝 統 的 モ デ ル の 限 界 を こ の よ う に 指 摘 し た の

ち、 環 境 パ フ ォ ー マ ン ス を 監 視 し、 測 定 し、 報 告

す る 一 つ の 有 用 な 体 系 と し て、 Ｊａｍｅｓａｎｄ Ｂｅｍｅｔｔ

（１９９４） が 識 別 し たＥＰＩｓに 関 す る 一 般 的 範 疇 を 提

示 し て い る。

こう した 検 討 を も と に、 国 連 環 境 会 計 ・ 報 告 実

務 指 針 は 会 社 の 環 境 パ フ ォ ー マ ンス に 寄 せ る 関 心

が環 境 規 制 主 体 の み な ら ず、 種 々 の利 害 関 係 者 と

り わ け が 金 融 界 （銀 行、 保 険、 信 託 基 金 マ ネ ジ ャ

ー な ど） か ら 強 ま っ て い る こ と を 示 す 証 拠 が 多 く

あ る に も か か わ ら ず、 こ れ らの ス テイ ク ホ ル ダー

が会社の環境開示を組織的に解釈するのが困難で

あ る と 考 え て い る の は、 （ａ） 報 告 の 質 が任 意 で あ

る こ と、 （ｂ） 環 境 パ フ ォ ー マ ンス 指標 の 算 定 と 開

示 に 関す る 標 準 化 の 一 般 的 欠 如 が 会 社 間 比 較 を 妨

げ て い る こ と に あ る と し て、 年 次 報 告 書、 別 冊 環

境 報 告 書、 及 び 将 来 の 作 業 に 対 し て勧 告 を 提 示 し

て い る。 本 稿 で は、 紙 幅 の 都 合 上 「年 次 報 告 書 の

た め の 環 境 報 告 フ レ ー ム ワ ー ク」 の み を 紹 介 して

お こ う。

年 次 報 告 書 の た め の 環 境 報 告 フ レー ム ワ ー ク

年次報告要因

勧告される環境開示

会長報告

・ 継 続 的 な 環 境 改 善 に 対 す る 会 社 の 取 組 み

・ 直 前 報 告 以 後 の 重 要 な 改 善

セ グメ ン ト 報 告

・ セ グメ ン ト別 環 境 業 績 デ ー タ

・ 前 セ グメ ン ト 報 告 以 後 の 主 要 領 域 で の 改 善

環境報告

・ 報 告 の 範 囲

・ 会 社 の 環 境 方 針 声 明

・ 世 界 規 模 で の 遵 守 の 程 度

・ 直 面 して い る 主 要 な 環 境 問 題

・ 環 境 管 理 シ ス テ ム と 国 際 基 準 （ＩＳ０，ＥＭ ＡＳ

等） に関する説明

・ セ グメ ン ト別 業 績 物 量 デー タ ： エ ネ ル ギー

使 用
、

材 料 使 用
、

排 出 物 （Ｃｏ２，
Ｎ ０。，

Ｓｏ２，

ＣＦＳ な ど） 及 び 廃 棄 物 処 理 ル ー ト

・ （エ コ 効 率 べ 一 ス のＥＰＩｓ を 含 む） 業 界 合

意 済ＥＰＩｓを 含 ん だ 部 門 個 別 デ ー タ

・ 環 境 コ ス ト （エ ネ ル ギ ー、 廃 棄、 矯 正 コ ス

ト、 罰 金、 科 料、 環 境 税、 資 本 投 資） に関

す る 財 務 デ ー タ

・ 環 境 努 力 に よ る 節 約 ・ 便 益 に 関 す る 財 務 的

見積額

・ 他 の 環 境 報 告 書 と の 関 係

・ 独 立 環 境 検 証 声 明

営 業 ・ 財 務 報 告

・ 会 社 が 当 面 直 面 し て い る 主 要 な 環 境 問 題、

／Ｍ Ｄ＆Ａ

・ 将 来 法 規 制 に よ っ て 要 求 さ れ る 変 更 に 対 す

る検討進捗度

・ 環 境 支 出 の 実 際 額 と 計 画 額

・ 未 解 決 の 法 的 事 項

取締役報告

・ 環 境 方 針 声 明 （も し他 の 箇 所 で 提 供 さ れ な

い な ら）

会 計 方 針 の 開示

・ 引 当 て 並 び に 偶 発 事 項 に 関 す る 見 積 額

・ 資 本 化 方 針

・ 減 損 方 針

・ 責 任 中 断 お よ び土 地 復 元 方 針

・ 減 価 償 却 方 針

損益計算書

・ 異 常 な 環 境 賦 課 （た と え ば、 矯 正、 責 任 中

断、 損 傷 賦 課）

・ そ の 他 の 環 境 コ ス ト と ベ ネ フ ィ ッ ト

貸借対照表

・ 環 境 引 当 額
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・ 責 任 中 断 引 当 金

・ 資 本 化 さ れ た 環 境 コ ス ト

・ 未 収 保 険

注記

・ 偶 発 的 環 境 債 務 と そ の 説 明

そ の 他

環 境 データ は要 約財 務 諸 表でも 提示 さ れう る

４． 環 境 庁 ・ 環 境 会 計 ガ イ ドラ イ ン

環 境 庁 は 毎 年 実 施 して い る 「環 境 に優 し い 企 業

行 動 調 査」 か ら、 多 く の 企 業 が 環 境 保 全 コス ト 把

握 の 必 要 性 を 認 識 しな が ら も、 定 義 ・ 範 囲 が不 明

な た め 集 計 方 法 が わ か ら な い こ と が指 摘 さ れ て い

た り、 上 場 お よ び 非 上 場 企 業 の ５ 割 以 上 が 環 境 保

全 コス ト に 関 す る 指 針 を 必 要 と して い る の を 受 け

て、 平 成 ８ 年 に 検 討 会 （座 長 １ 河 野 正 男 （横 浜 国

立 大 学 教 授）） を 設 置 し 検 討 し て き た 結 果 を、 平

成 １１ 年 ３ 月 に 「環 境 保 全 コ ス ト の 把 握 及 び 公 表

に 関 す る ガイ ドライ ン ー 環 境 会 計 の 確 立 に 向 けて

（中 間 と り ま と め）」 と し て 公 表 し た７，
。

同 ガイ ド ラ イ ン は、 次 の ９ つ の 骨 子 か ら 成 る

（環 境 庁 ［１９９９コ）。

① 環 境 保 全 コ ス ト の 把 握 ・ 公 表 の 意 義 と 効 果

② 環境保全コストの定義

③ 環境保全の定義

④ 集 計 に 当 た っ て の 基 本 的 考 え 方

⑤ 環境保全の取組等との関係

⑥ 環境保全コストの分類

⑦ 環境保全コストの具体的分類

⑧ 環 境 保 全 コ ス トの 把 握 に 当 た っ て

⑨ 環 境 保 全 コス トの 公 表 に 当 た っ て

こ の 中 で ⑥ の 「環 境 保 全 コ ス トの 分 類」 で は、

環 境 負 荷 低 減 に要 し た 直接 費、 間 接 費、 回 収 ・ リ

サ イ ク ル 費、 研 究 開 発 費、 環 境 改 善 対 策 費 そ の 他

に 分 類 して い て、 特 に 直接 費 の 集 計 に 伴 う 具 体 的

内 容 及 び関 連 す る 環 境 負 荷 デー タ の 記 載 に 際 して

は、 単 に 物 量 数 値 の 絶 対 値 で は な く、 た と え ば

Ｎ０。 が ○ ○ ｐｐｍ よ り、 ○ ○ ｐｐｍ に 低 減 等 と 傾

向 値 を 記 載 す る こ と に な っ て い る。

東 京 電 力、 ソ ニ ー、 ＩＢＭ が 環 境 会 計 情 報 を 公

表 して い る こ と に つ い て は既 述 し た が、 こ の ほ か

ト ヨ タ 自 動 車、 富 士 通、 リ コ ー、 宝 酒 造、 西 友 が

環 境 会 計 情 報 を 公 表 して い る。 環 境庁 に よる ガイ

ドライ ン の 公 表 は、 環 境 情 報 開示 に 関す る こう し

た 傾 向 に 拍 車 を か け る も の と 期 待 さ れ る。

環 境 庁 に よ る 「環 境 保 全 コ ス ト ガイ ド ライ ン」

の 公 表 を 契 機 に して、 我 が 国 でも 環 境 会 計 導 入 機

運 が 急 速 に 進 展 して い る が、 導 入 の 意 図 は 各社 そ

れ ぞ れ 異 な る た め に、 ガイ ドラ イ ン に即 し て 把 握

さ れ る 環 境 コ ス トで も 算 定方 法 は 異 なる。 ま し て

や 効 果 に つ い て は、 全 く 手 探 り の 状 態 で あ る。

環 境 庁 ガイ ドラ イ ンを は じ め 企 業 が 公 表 し て い

る 環 境 会 計 か ら 明 ら か な の は、 環 境 会 計情 報 開 示

の 第 １ の 目 的 が 環 境 コ ス ト ・ 環 境 負 荷 低 滅 関 係、

す な わ ち 環 境 効 率 指 標 の 算 出 に あ る こ と で あ る。

環 境 効 率 の 視 点 か ら 環 境 会 計 情 報 を 検 討 す る 際 に

留 意 し て お か ね ば な ら な い の は、 環 境 保 全 努力 の

成 果 は、 環 境 投 資 の 継 続 一 環 境 負 荷 低 減 一 環 境 コ

ス ト の 低 下 と いう 連 鎖 を 辿 る こ と で あ る。 し た が

っ て、 環 境 会 計 情 報 は 単 年 度 数 値 で は 意 味 が な

く、 環 境 パ フ ォ ー マ ン ス と 環 境 コ ス トと の 経 年 比

較 に よ っ て、 は じ め て 有 意 義 に な る。

む ろ ん、 財 務 数 値 へ の 影 響 を 的確 に 把 握 す る こ

と が、 継 続 的 な 環 境 改 善 の 取 り 組 み に重 要 な の は

言う ま で も な く、 ま た 効 果 の 開示 は継 続 的 な 環 境

投 資 を 経 営 者 に 担 保 さ せ る た め に も 重 要 で あ ろ

う。 さ ら に 社 会 的 責 任 投 資 （エ コ フ ァ ン ド） の 普

及 に よ り 環 境 会 計 の 成 果 が 投 資 評 価 の 対 象 と さ

れ、 そ の 結 果 環 境 会 計 の 一 般 化 に 拍 車 が 掛 か る こ

と が予 想 さ れう る。 そ の 場 合 で も、 環 境 会 計 の 主

た る 目 的 は 環 境 効 率 指 標 を 提 示 す る こ と に あ る。

＿ ９ ＿
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５． 環 境情報 開示 規制の 必要 性

一 般 に 経 営 者 は、 開 示 の 強 化 に 消 極 的 で あ る。

開 示 の 拡 大 は、 経 営 者 に とっ て 自 ら の 企 業 運 営 方

法 の 暴 露 に 繋 が り、 厳 格 な 規制 は 経 営 者 が 有 して

い る 自 由 裁 量 の 余 地 を 狭 め る こ と に な る （Ｔ．ｙ１ｏ．

ａｎｄ Ｔｕｒｌｅｙ ［１９８６］ Ｐ．
７３

．
染 谷 監 訳 ［１９９１］ ８６ 頁）。

し か し、 も し環 境 情 報 開 示 を 規 制 し な け れ ば、 業

種 の 如 何 に か か わ ら ず、 す べ て の 企 業 にお い て 環

境 へ の 配 慮 が 求 め ら れ て い る 昨 今、 情 報 開 示 の

質、 量、 タ イ ミ ン グ、 方 法 に ム ラ が 生 ず る こ と か

ら情 報 に 基 づ く 意 志 決 定 を 誤 導 し、 そ の 結 果社 会

的 不 公 正 を 招 く こ と に な ろ う。

情 報 の 価 値 は、 意 思 決 定 に 及 ぼす 影 響 力 の 有 無

と その 強 弱 に よ っ て 決 ま る。 人 が 情報 を 必 要と す

る の は、 意 思 決 定 に 際 す る 不 確 実 性 を 軽 減 す る こ

と に あ る。 企 業 成 果 は 経 営 者 の 行 動 と そ の 行 動 が

基 礎 を 置 く 環境 条 件 に 依 存 す る か ら、 情 報 利 用 者

は 不 確 実 性 を 軽 滅 し て 白 己 の 経 済 状 態 を 改 善 す る

た め に、 情 報 生 産 者 であ る 経 営 者 の 行 動 と そ の 行

動 を 取 り 巻 く 環 境 条 件 に 関 す る 情 報 を で き る だ け

十 分 に 得 よ う と す る。 一 般 に情 報 は 生 産 者 に 偏 在

し て い る う え に、 そ の 属 性 と して 私 的 財 の 側 面 の

ほ か に 公 共 財 の 側 面 を 有 して いる か ら、 情 報 生 産

者 は 自 己 に 有 利 な 状 態 が 期 待 でき な い か ぎ り、 自

発 的 に情 報 利 用 者 の 要 望 に 応 え る こ と は な い。 こ

こ に 両 者 間 に コ ンフリク ト が 発 生 す る。 こ う し た

コ ンフリ ク トは、 短 期 的 に は企 業利 益 に 結 び付 き 難

い 企 業 環 境 活動 に つ い て、 なお 一 層 発 生 しや す い。

規制 主 体 に よ る 会 計 政 策 の 決 定 を 必 要 と す る の

は、 こ う し た コ ン フ リ ク ト を 解 消 し て、 社 会 的 厚

生 の 最 大 化 を 図る た め で あ る。 そ の こ と は、 取 り

も 直 さ ず、 経 営 者 に よ る 十 分 な 会 計 責 任 の 遂 行 を

保 証 す る こ と に 繋 がる。 こ の 論 理 は、 企 業 の 環 境

活 動 に 関 す る 情 報 開 示 規 制 に も 当 て は ま る。

会 計 開 示 規 制 を め ぐる 議 論 は、 従 来、 資 本 市 場

の 存 在 を 前 提 に して、 経 営 者 と そ れ ぞ れ異 なる 情

報 要 求 を 持 つ 種 々 の 投 資 家 と の 関 係 と して 展 開 さ

れ て き た。 し か し、 企 業 行 動 の す べ て が す べ て 資

本市 場 に 反 映 さ れ て い る わ け で は な い。 企 業 行 動

が 環 境 に 及 ぼす 影 響 は、 必 ず しも そ う した 市 場 に

は 反 映 さ れな い。 と こ ろ が、 企 業 は 環 境 保 全 な ど

を 規 制 す る 各 種 の 条例 を 遵 守 す る こ と が 義 務 づ け

ら れ て い る の で、 そ う し た ル ー ル の も と に 企 業 と

し て の 行 動 を 選 択 し て い る は ず で あ る （Ｓｔａｍｐ

［１９８０コ ｐｐ．４０－４１
，

１２．）。 地 域 住 民 を は じ め と し た

地 球 上 の 全 人 類 は、 環 境 に影 響 を 及 ぼす 企 業 行 動

に 利 害 を 有 し、 そ れ ゆ え 企 業 が 開示 す る 会 計 情 報

に 一 定 の 情 報 要 求 を 持 っ て い る。 従 来の 開示 規 制

論 議 か ら、 こ の 論 点 が 落 脱 して い る。 環 境 保 全 の

必 要 性 が 今 日 ほ ど グロ ー バ ル な レベ ル で 問 わ れ た

時 期 は な い。 企 業 活 動 に と っ て、 環 境 保 全 は不 可

欠 な 前 提 条 件 に な っ て い る。 こ う した 状 況 の も と

で、 企 業 環 境 活 動 の 開 示 と そ う した 開 示 を 促 す 規

制 の 設 定 は 緊 急 の 課 題 と 言 え る。

お わりに

最 近 の調 査 で も、 環 境 情 報 開 示 が 企 業 の 環 境 経

営 度 に 関 す る 評 価 に 占 める ウ エ ー ト が 高 ま っ て い

る こ と が 証 明 さ れ て い る８．
。 今 や す べ て の ス テ イ

ク ホ ル ダー に と っ て 企 業 活動 が 環 境 に 及 ぼ す 影 響

に 関 す る 情 報 は、 企 業 と の係 わ り を判 断 す る の に

不 可 欠 と な っ て い る。 重 要 な の は、 そう し た 情 報

の 比 較 可 能’性で あ る。 近 年 広 が り を 見 せ て い る 企

業 に お け る 環 境 情 報 の 開示 は、 個 々 の 企 業 の 環 境

行 動 に 関 す る 特 性 を 示 して はい て も、 環 境 情 報 開

示 に 関 す る ベ ン チ マ ー ク な い し はフ レー ム ワ ーク

が 欠如 して い る た め に、 ス テ イ ク ホ ル ダー が 情 報

に 基 づ く 意 思 決 定 を 行 う の を 難 しく し て い る。

こう し た 状 況 の 下 で、 今 回 国 連 が発 表 した 実 務

指 針 さ ら に は わ が 国 環 境 庁 に よ る ガ イ ドラ イ ン

＿ １０ ＿



環境情報開示の動向 （松尾）

は、 企 業 に お け る 今 後 の 環 境 情 報 開 示 と り わ け 年

次 報 告 書 に よ る 環 境 報 告 に 有 用 な フ レー ム ワ ー ク

を 提 供 す る こ と に な ろ う。

《注》

１） ブエ ノ ス ア イ レ ス 行 動 計 画 の 中 で、 最 大 の 交 渉 の 焦
一
点 で あ

っ た メ カ ニ ズ ム に つ い て、 そ の 原 則、 手 続 き、 指 針 等 につ

き、 ＣＯＰ６ に 最 終 決 定 を 行 う こ と を 日 的 と し た 作 業 計 画

が 決 定 さ れ た。

２） 国 別 日 標 の 詳細 に つ い て は、 環 境 庁 ［１９９８コ １Ｏ頁 を 参 照 さ

れ た い。

３） 米 同 に お ける 排 出 権 取 引 の 詳 細 に つ い て は、 三菱 総 合 研 究

所 ［１９９５］ を 参 照 さ れ た い。

４） 東 京 電 力 と 二三菱 商 事 が 参 加 を 表 明 し て い る 泄 界 銀 行 の 炭 素

基 金 構 想 に つ い て は、 日 木 経 済 新 聞 の １９９７ 年 １０月 ３ 口、

１９９８年 ６ ハ ２ 日、 １９９８年１１月 １１口 に 詳 し い。

５） 口 本 は１ＳＯ１４００１収 得 作 数 に 関 し て は１９９９年 ３ 月 末 日 塊イー１

泄 界 最 多 で あ る が、 ＥＵ 加 盟 国 はＩＳ０１４００１に 加 え て Ｅ Ｍ Ａ

Ｓ を 取 得 し て い る。 と り わ け、 同 日 現 在 ドイ ッ はＩＳ０１４００１

を１
，
３００ 作 取 得 して いる ほ か に、 ＥＭＡｓを１，９６５作 取 得 し て

い る か ら、 因 際的 な 環 境 マ ネ ジメ ン ト シ ス テ ム 仕 様 規 格 認

証 取 得 作 数 で は ド イ ツ が 世 界 最 多 で あ る （ＩＳＯ Ｗｏｒｌｄ

［１９９９コ）。

６） 同 連 環 境 会 計 の 詳 細 に つ い て は、 松 尾 ［１９９９］ を 参照 さ れ

た い。

７） 本 稿 校 正 中 の２０００ 年 ５月 １０ 口 に、 環 境 庁 は ガイ ドラ イ ン

案 を も と に 検 討 した 結 果と して、 『環 境 会 計 シ ス テ ム の 確 立

に 向 け て （２０００年 報 告）』 を 公 表 し た。

こ の 内 容 に つ い て は、 機 会 を 改 め て 検 討 す る。

８） 口 本 経 済 新 聞 社 が１９９８年 １１月 中 句 か ら ド句 に か け て ト場、

店 頭 公 開、 非
．
ヒ場 有 力 企 業 の う ち 金 融 な ど 一部 業 種 を 除 い

た １，３０７ を 対 象 に 実 施 し た 「企 業 の 環 境 経 営 度 調 査」 に よ

れ ば
、 二酸 化 炭 素 （Ｃｏ。） 削 減 へ の 対 策、 産 業 廃 棄 物 阿 資

源 化 Ｈ 標 な ど１３の 評価 項 目 の 中 で 環 境 情 報 開 示 は、 環 境 経

営 度 と の 相 関 が こ れ ら ２ 項 目 に 次 い で ３ 番 日 に 強 い 項 口

と な っ て いる （円 本 経 済 新 聞 社 ［１９９８コ）。
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Ｓｔａｍｐ，Ｅｄｗａｒｄ， Ｃｏワｏｍｆｅ Ｒｅρｏ〃～〃ｇ二 〃ｓ Ｆ舳 〃ｅ 〃 ｏ～〃～ｏ〃，

Ｃ ａ ｎａｄｉａｎ Ｉｎ ｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃ ｈａｒｔｅｒｅ ｄ Ａ ｃｃ ｏ ｕｎｔａ ｎｔｓ
，

１ ９８ ０
．

Ｔ ａｙ
１ｏ ｒ

，
Ｐｅｔｅｒ ａ ｎｄ Ｓ ｔｕ ａｌ１１ Ｔ ｕｒ１ｅｙ，

η 一ｅ 沢 ｅｇ
〃 〃ｆｏ 〃 ‘ヅ ＾ ｃ（１‘ 〃 〃 〃 〃８，

肋∫〃 舳 κｋ ｗ 〃，
１９８６．

ピ ー タ ー ・ テ ー ラ ー ＝ ス チ ュ ア ー ト ・

タ ー リ ー 著、 染 谷 恭 次 郎 監 訳 ｒイ ギ リ ス 会 計 規 制 諭』 森 山 書

店、 １９９１年

Ｕｎｉｔｅｄ Ｎａｔｉｏｎｓ，
７〃ｅ㎜α〃ｏ舳Ｚ＾ｃｃｏ〃〃 加９ 伽ａ Ｒｅρｏ〃ｊ〃８！ｓ舳ｅ∫一ユ９９ユ

Ｒｅ ｖ’ｅ ｗ
，

Ｕ ｎｉｔｅｄ Ｎ ａｔｉｏｎｓ Ｃｅ ｎｔｒｅ ｏ ｎ Ｔ ｒａ ｎｓｎａｔｉｏｎ ａｌ Ｃ ｏ Ψ ｏｒａｔｉｏｎｓ，

１９９２．

Ｕｎｉｔｅｄ Ｎａｔｉｏｎｓ，
〃〃ｅｍαゴｏ〃〃 λｃｃｏ〃〃’〃８ 〃〃 Ｒｅρｏ灯’〃８ ！∬ ｍｓＪ９９２

Ｒｅ 〃ｅ ｗ
，

Ｕ ｎｉｔｅｄ Ｎ ａｔｉｏｎｓ Ｃｅ ｎｔｒｅ ｏ ｎ Ｔ ｒａ ｎｓｎ ａｔｉｏｎ ａＩ Ｃ ｏｒｐ ｏｒａｔｉｏｎｓ，

１９９３，

Ｕ ｎｉｔｅ ｄ Ｎ ａｔｉｏｎ ｓ
，

Ｃ ｏｎ ｆｅｒｅｎｃ ｅ ｏ ｎ Ｔｒａ ｄｅ ａｎｄ Ｄ ｅ ｖｅｌｏｐ ｍ ｅｎｔ
，

〃 〃 ｅ 〃 〃 〃 ｏ〃 〃 Ａ ｃｃ ｏ〃 〃 加 ９ 〃 〃 Ｒ ｅρ ｏ 〃 加 ｇ ムｓ 〃ｅ．∫二 Ｊ ９９ ４ Ｒ ｅｖゴｅ ｗ，

Ｕ ｎｉｔｅ ｄ Ｎ ａｔｉｏ ｎｓ，
１ ９９ ５

．

Ｕｎｉｔｅｄ Ｎａｔｉｏｎｓ，
１ｎｔｅｒｇｏｖｅｍ ｍ ㎝ｔａ１ Ｗｏｒｋｉｎｇ Ｇｒｏｕｐ ｏｆ Ｅｘｐｅれｓ ㎝

Ｉｎｔｅ ｍ ａｔｉｏ ｎａｌ Ｓｔａ ｎｇ ａｒｄ ｓ ｏｆ Ａ ｃｃ ｏ ｕｎｔｉｎｇ ａｎ ｄ Ｒ ｅ ｐｏｒｔｉｎ ｇ，

亙〃ル０〃ｍｅ舳１ 舳 〃ｌＣ〃 λＣω〃〃 卿 伽ａＲｅρ・〃〃９α㍑加

Ｃｏ ηフｏ’ 〃 ｅ Ｌｅ ｙｅＺ
，

Ｕ ｎｉｔｅｄ Ｎ ａｔｉｏ ｎｓ Ｃ ｏ ｎｆｅｒｅ ｎｃｅ ｏｎ Ｔｒａｄ ｃ ａ ｎｄ

Ｄｅｖｅｌｏｐｍ ㎝ｔ， ＴＤ 個／ＣＯ Ｍ．２バＳＡＲ／２，３ Ｄｅｃｅｍｂｅｒ １９９７．

ＩＢＭ 『ＩＢＭ 環 境 プロ グ レ ス ・ レポ ー ト』 ｌＢＭ， １９９８ 年

１ＳＯ Ｗｏｒ１ｄ ｒＩＳ０ イ ン タ ー ネ ッ ト ・ ホ ー ム ペ ー ジ

（ｈｔｔｐ：〃ｗｗｗ．ｅｃｏ１ｏｇｙ．ｏｒｊｐ／ｉｓｏｗｏｒ１ｄ／ｉｓｏ１４０００／ｒｅｇｉｓｔｒ４，ｈｔｍ）』

ＩＳＯ Ｗ ｏｒ１ｄ，１９９９

環 境 庁 ｒ平 成１０年 版 環 境 内 書 （総 説）』 大 蔵 省 印 刷 局、 １９９８年

環境庁 「気候変動枠組条約 第３回締約国会 議の概要」 『環境庁

イ ン タ ー ネ ッ ト ・ ホ ー ム ペ ー ジ

（ｈｔｔｐ：〃ｗｗｗ．ｅｉｃ．ｏｒｊｐ／ｋｉｓｈａ／１９７１２／３０７４４．ｈｔｍ１）』 １９９７

環 境 庁 「国 連 気 候 変 動 枠 組 条 約 第 ４ 回 締 約 国 会 議 （ＣＯＰ４） に

つ い て／概 要 と 評 価」 ｒ環 境 庁 イ ン タ ー ネ ッ ト ・ ホ ー ム ペ ー ジ

（ｈｔｔｐ：〃２０２．３３．３８．６７／ｋｉｓｈａ／１９９８１１／５３４１５．ｈｔｍ一）』 １９９８

環 境 庁 「環 境 保 企 コ ス トの 把 握 及 び 公 表 に 関 す る ガ イ ドラ イ ン

～環境 会計の確立に向けて～ （中間とり まとめ）」「経 理情報』

通 巻 Ｎｏ．８８３ （１９９９ 年 ４月 ２０日 号）

経 渕 棚体 連 合 会 「第 １ 回 経 団 連 環 境 白 主 行 動 計 画 フ ォ ロ ー ア ッ

プ 結 果」 『経 団 連 イ ン タ ー ネ ッ ト ・ ホ ー ム ペ ー ジ

（ｈｐｐｔ：〃ｗｗｗ．ｋｅｉｄａｎｒｅｎ．ｏｒｊｐ佃 ｐａｎｅｓｅ／ｐｏｌｉｃｙ／ｐｏ１２１６／ｋｅｋｋａ．ｈｔｍＩ）』

１９９８年１２月１５日

ソ ニ ー 『環 境 保 全 活 動 報 告 書』 １９９９ 年

通商産業省 「産 業構造審議会地球 環境部会報告書」 「通産省イ

ン タ ー ネ ッ ト ・ ホ ー ム ペ ー ジ

（ｈｔｔｐ：〃ｗｗｗ．ｍｉｔｉ．ｇｏｊｐ／ｐａｓｔ／ｈ７０４２１げ ｈｔｍｌ）』 １９９７ 年

東 京 電 力 ｒ環 境 行 動 レ ポ ー ト ー エ ネ ル ギ ー と 環 境 問 題 へ の 取 り

組 み 一』 １９９９年 ７ 月

日 本 規 格 協 会 『ＪｌＳ Ｑ１４０００シ リ ー ズ 環 境 マ ネ ジ メ ン ト 及 び

環 境 監 件 の 規 格 解 説』、 日 本 規 格 協 会、 １９９７年

日 本 工 業 標 準 調 沓 会 「環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム ー 仕 様及 び 利

用 の 手 引 き （ＪＩＳ Ｑ１４００１）』 日 本 規 格 協 会、 １９９６年

日 本 経 済 新 聞 社 ｒ口 絡 産 業 新 聞』 １９９８年 １２月 １６日
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３５０羊止』 １９９８つ三

松尾 軸三 「環境情報開示の 現状と課題」 『関西人学商学 諭集』
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排 出 権 市 場 の 動 向』 ｛菱 総 合 研 究 所、 １９９５ 年
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